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特集 会社法改正・税制改正で広がった選択肢

スクイーズアウトの法務・税務・会計
Ⅳ
ス
キ
ー
ム
別
の
法
務
・
税
務
・
会
計
②

株
式
交
換
の

場
合
の
ポ
イ
ン
ト

手
続
選
択
に
お
け
る

法
務
上
の
ポ
イ
ン
ト

⑴
　
概
　
要

株
式
交
換
も
、
合
併
と
同
じ
く
会
社
法

上
の
組
織
再
編
行
為
の
１
つ
で
あ
る
が
、

完
全
親
子
関
係
を
創
設
す
る
こ
と
を
目
的

と
す
る
制
度
で
あ
り
、
合
併
に
比
べ
て
、

ス
ク
イ
ー
ズ
ア
ウ
ト
の
手
法
と
し
て
は
よ

り
直
接
的
で
あ
る
と
い
え
る
。

株
式
交
換
で
は
、
株
式
交
換
完
全
子
会

社（
対
象
会
社
）の
株
主
の
有
す
る
全
株
式

が
株
式
交
換
完
全
親
会
社（
実
施
支
配
株

主
）に
移
転
し
、
実
施
支
配
株
主
か
ら
対

象
会
社
の
少
数
株
主
に
金
銭
等
が
交
付
さ

れ
る（
会
769
）。
当
事
会
社
の
法
人
格
は
維

持
さ
れ
る
の
で
、
合
併
に
お
い
て
生
じ
る

許
認
可
の
承
継
等
の
問
題
は
原
則
と
し
て

生
じ
な
い
。

⑵
　
実
施
支
配
株
主
に
お
け
る
手

続株
式
交
換
で
は
、
合
併
と
同
様
に
、
組

織
再
編
行
為
と
し
て
各
当
事
会
社
、
す
な

わ
ち
実
施
支
配
株
主
と
対
象
会
社
の
双
方

に
お
い
て
株
主
総
会
の
承
認（
会
783
①
、

795
①
）、
書
類
の
備
置
手
続（
会
782
①
三
、

794
①
）、
株
式
買
取
請
求
の
対
応（
会
785
、

797
）、
債
権
者
保
護
手
続（
会
789
①
三
、
799

①
三
）等
の
手
続
が
必
要
と
さ
れ
る
た
め
、

組
織
再
編
行
為（
合
併
お
よ
び
株
式
交
換
）

以
外
の
ス
ク
イ
ー
ズ
ア
ウ
ト
の
方
法
に
比

べ
て
、
実
施
支
配
株
主
側
に
お
け
る
手
続

の
負
担
が
比
較
的
重
い
。

⑶
　
株
主
総
会
開
催
の
必
要
性

株
式
交
換
は
、
各
当
事
会
社（
実
施
支

配
株
主
と
対
象
会
社
）の
株
主
総
会
の
決

議
に
お
い
て
、
特
別
決
議
に
よ
る
承
認
を

得
な
け
れ
ば
な
ら
な
い（
会
783
①
、
795
①
、

309
②
十
二
）。
た
だ
し
、
後
述
の
と
お
り

簡
易
株
式
交
換
も
し
く
は
略
式
株
式
交
換

ま
た
は
両
方
に
よ
る
こ
と
が
可
能
な
場
合

は
、
実
施
支
配
株
主
も
し
く
は
対
象
会
社

ま
た
は
両
社
の
株
主
総
会
の
承
認
を
省
略

で
き
る
。

株
式
交
換
に
つ
い
て
も
、
実
施
支
配
株

主
の
株
主
に
及
ぼ
す
影
響
が
軽
微
な
も
の

に
つ
い
て
は
、
簡
易
株
式
交
換
と
し
て
、

実
施
支
配
株
主
に
お
け
る
株
式
交
換
承
認

の
株
主
総
会
決
議
な
し
に
株
式
交
換
を
行

う
こ
と
が
認
め
ら
れ
る
。
す
な
わ
ち
、
お

お
む
ね
、
対
象
会
社
の
株
主
に
交
付
す
る

対
価
の
合
計
額
が
、
実
施
支
配
株
主
の
純

資
産
額
の
５
分
の
１（
こ
れ
を
下
回
る
割

合
を
実
施
支
配
株
主
の
定
款
で
定
め
た
場

合
に
は
、
そ
の
割
合
）を
超
え
な
い
場
合

は
、
簡
易
株
式
交
換
と
し
て
実
施
支
配
株

主
の
株
主
総
会
に
お
け
る
承
認
が
原
則
不

要
で
あ
る（
会
796
②
）。

ま
た
、
合
併
と
同
様
、
実
施
支
配
株
主

が
対
象
会
社
の
議
決
権
の
90
％
（
こ
れ
を

上
回
る
割
合
を
対
象
会
社
の
定
款
で
定
め

た
場
合
に
は
、
そ
の
割
合
）を
直
接
間
接

に
保
有
す
る
特
別
支
配
会
社
に
該
当
す
る

場
合
は
、
略
式
株
式
交
換
と
し
て
対
象
会

社
の
株
主
総
会
決
議
に
よ
る
承
認
が
原
則

不
要
で
あ
る（
会
784
①
、
796
①
）。

ス
ク
イ
ー
ズ
ア
ウ
ト
に
お
い
て
Ｔ
Ｏ
Ｂ

を
先
行
さ
せ
る
場
合
、
Ｔ
Ｏ
Ｂ
で
対
象
会

社
の
90
％
以
上
の
議
決
権
を
取
得
す
る
こ

と
が
で
き
れ
ば
、
略
式
株
式
交
換
と
し
て

対
象
会
社
に
お
け
る
株
主
総
会
の
承
認
が

不
要
と
な
り
得
る
点
も
、
合
併
と
同
様
で

あ
る
。

⑷
　
債
権
者
保
護
手
続

株
式
交
換
で
は
、
株
式
交
換
の
効
力
発

生
日
の
前
日
ま
で
に
、
実
施
支
配
株
主
と

対
象
会
社
の
そ
れ
ぞ
れ
に
お
い
て
債
権
者

保
護
手
続
を
終
了
さ
せ
る
こ
と
が
必
要
と

な
る（
会
769
⑥
、
789
①
三
、
799
①
三
）。
手

続
は
合
併
と
同
様
で
あ
る
。
た
だ
し
、
合

併
と
異
な
り
、
株
式
交
換
に
よ
り
既
存
の

債
権
者
の
利
益
が
害
さ
れ
る
ケ
ー
ス
が
限

定
さ
れ
て
い
る
た
め
、
債
権
者
保
護
手
続

を
行
わ
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
ケ
ー
ス
が
限

ら
れ
て
い
る
。

⑸
　
対
象
会
社
の
新
株
予
約
権
の

処
理

対
象
会
社
が
新
株
予
約
権
を
発
行
し
て

い
る
場
合
、
株
式
交
換
で
は
、
完
全
親
会

社
と
な
る
実
施
支
配
株
主
の
新
株
予
約
権


